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ごあいさつ

　株主の皆様におかれましては、平素より格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあ

げます。当企業グループの第64回定時株主総会招集ご通知をお届けいたします。

　本事業年度の業績は、当第４四半期での新型コロナウイルスのパンデミックを

受け、主要の業種が低迷する中、医療用途、特におでこ式体温計用の放射温度セ

ンサの特需が大きく起因し、他業種での減少を最小限に抑える事ができました。

　１年を通して、自動車・医療用途については、対前年を上回る結果となりまし

たが、産業機器、ОＡ機器用途の市場低迷が影響し、結果として減収、減益とい

う着地になりました。

　今後の当企業グループの方向性についてですが、目先は新型コロナウイルスの

影響を受け、世界的な経済成長の低迷が想定されます。

　そのような状況の中で当企業グループは、次のビジョンである『真のグローバ

ル化』に向けての動きを加速させ、海外における、新規の受注獲得活動を推進し

て行きたいと考えております。

　また、医療、自動車、ОＡ、家電の４本柱から、新たに『生体』に関わる市場

の創出を目指して取組んでまいります。

　しばらくの間は、先の見通せない苦しい状況が続くものと思いますが、世の中

に無いセンサを生み出し、世の中に影響を与え続けられる、存在意義のあるセン

サメーカーを目指してまいります。

　株主の皆様におかれましては、一層のご支援を賜りますようよろしくお願い申

しあげます。

2020年６月

代表取締役社長 石塚　大助
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証券コード　6626

2020年６月８日

株 主 各 位
東京都墨田区錦糸一丁目７番７号

Ｓ Ｅ Ｍ Ｉ Ｔ Ｅ Ｃ 株 式 会 社
代表取締役社長 石　塚　大　助

第64回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第64回定時株主総会を下記により開催いたしますので、
ご通知申しあげます。
　近時、日本政府による緊急事態宣言及び東京都による緊急事態措置
など新型コロナウイルス感染拡大防止のため、政府や都道府県知事か
ら外出自粛が強く要請される事態に至っております。
　この事態を受け、慎重に検討をいたしました結果、本株主総会につ
きましては、適切な感染防止策を実施させていただいた上で、開催さ
せていただくことといたしました。
　株主の皆様におかれましては、外出自粛が強く要請されている状況
にも鑑み、感染拡大防止の観点から、本株主総会につきましては、
極力、書面による事前の議決権行使をいただき、株主様の健康状態に
かかわらず、株主総会当日のご来場を極力お控えいただくよう、お願
い申しあげます。
　また、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、議決
権行使書用紙を、2020年６月23日（火曜日）午後５時までに到着する
ようご返送いただけますよう重ねてお願い申しあげます。

敬　具
記

１．日 時 2020年6月24日（水曜日）午前10時
２．場 所 東京都墨田区錦糸一丁目2番2号

東武ホテルレバント東京　４階 「錦３」
（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

　本年は新型コロナウイルス感染拡大防止のため、座席の間隔を拡げることか

ら、ご用意できる席数が例年より大幅に減少いたします。

そのため、当日ご来場いただいても、入場をお断りする場合がございます。

予めご了承のほど、よろしくお願い申しあげます。
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３．目 的 事 項
報 告 事 項 (1)第64期（2019年4月1日から2020年3月31日まで）

　 事業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び
　 監査等委員会の連結計算書類監査結果報告の件
(2)第64期（2019年4月1日から2020年3月31日まで）
　 計算書類報告の件

決 議 事 項
第1号議案
第2号議案
第3号議案

取締役（監査等委員であるものを除く。）９名選任の件
監査等委員である取締役１名選任の件
会計監査人選任の件

以　上

　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出
くださいますようお願い申しあげます。

＜株主様へのお願い＞
・株主総会当日までの新型コロナウイルス感染拡大状況や、政府等の発表内容な
　どにより、上記対応を更新する場合がございます。インターネット上の当社ウ
　ェブサイト（http://www.semitec.co.jp/）よりの発信情報をご確認ください
　ますよう、あわせてお願い申しあげます。
・会場受付付近で、株主様のためのアルコール消毒液を配備いたします。
　（ご来場の株主様には、マスクのご持参・ご着用をお願い申しあげます。）
・株主総会の運営スタッフは、検温を含め、体調を確認のうえ、マスク着用にて
　応対をさせていただきます。
・本総会においては、新型コロナウイルス感染拡大防止のため、開催時間を短縮
　する観点から、議場における報告事項（監査報告を含みます）および議案の
　詳細な説明は省略させていただきます。株主様におかれましては、事前に招集
　通知にお目通しいただけますようお願い申しあげます。

　本招集ご通知に際して提供すべき書面のうち、「連結計算書類の注記」及び「計
算書類の注記」につきましては、法令及び当社定款に基づき、インターネット上
の当社ウェブサイト（http://www.semitec.co.jp/）に掲載しておりますので、本
提供書面には記載しておりません。したがって、本招集ご通知の提供書面は、監
査報告及び会計監査報告を作成するに際し、監査等委員会及び会計監査人が監査
をした内容の一部であります。
　なお、株主総会参考書類並びに事業報告、連結計算書類及び計算書類に修正が
生じた場合は、上記の当社ウェブサイトに、修正後の事項を掲載させていただき
ます。
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（提供書面）

事　 業　 報　 告

( 2019年４月１日から
2020年３月31日まで )

１．企業集団の現況

(1) 当事業年度の事業の状況

① 事業の経過及び成果

　当連結会計年度における世界経済は、当第３四半期連結会計期間末日迄

は、鈍化の動きの中で緩やかな回復をしておりましたが、当第４四半期連

結会計期間に入り、新型コロナウイルス感染症が世界的に蔓延し、あらゆ

る面の経済活動等が抑制され、多大な経済損失を引き起こし、当連結会計

年度末日経過後もなお、終息が不透明であり、経営破綻・失業問題に発展

し、社会的面で多くの懸念が残されております。

　この状況下、当企業グループは、前連結会計年度に比べ、国内を中心と

する自動車関連、北米における医療関連は増加しましたが、ペーパーレス

の動向や中国経済の低迷等により、ＯＡ機器・家電住設関連が減少し、ま

た、半導体市場の回復恩恵は得られず、その他分野（主に電源・制御）を

含む産業機器関連が減少した結果でありました。利益面では、製造子会社

での生産性向上や収益性の高い医療関連が貢献したことで、売上総利益の

減少幅は、抑えることができましたが、販売費及び一般管理費における人

件費、研究開発費の増加により、営業利益は、前連結会計年度を下回りま

した。経常利益では、前連結会計年度末日に比べ、為替相場が円高に推移

し、為替差益の計上が減少したため下回りました。また、特別損失におい

て、協力会社様の財政状態や今後の見通しについて判定をおこなった結果、

出資金の価値を減損処理（投資有価証券評価損 約76百万円）し、親会社

株主に帰属する当期純利益は、前連結会計年度を下回って着地いたしまし

た。

　この結果、当連結会計年度の売上高は14,890百万円（前期比2.4％減）、

営業利益は1,089百万円（前期比10.8％減)、経常利益は1,127百万円（前

期比23.5％減）、親会社株主に帰属する当期純利益は663百万円（前期比

31.5％減）となりました。

　総じて、当連結会計年度の全体感では、新型コロナウイルスに伴う業績

への影響は比較的少なかったと判断しておりますが、次期においては、直
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接・間接的に影響される懸念があり、引き続き注視していく所存でありま

す。

セグメントの業績は、以下のとおりであります。

（日本）

　産業機器及び家電住設関連は減少しましたが、自動車関連は、予測より

も好調でありました。利益面では、人件費・研究開発費が増加しました

が、売上高の増加がカバーし、微増でありますが、前連結会計年度を上回

った結果、売上高4,896百万円（前期比2.0％増）、セグメント損失461百

万円（前期はセグメント損失471百万円）となりました。

（中国）

　中国経済減速等により家電・自動車関連及びＯＡ機器関連が減少しまし

た。なお、新型コロナウイルス問題に伴い、体温計の特需がありました

が、当連結会計年度における影響期間が短かったため、累計期間上では、

前連結会計年度と大差はありませんでした。利益面では、自動車関連の生

産性向上がありましたが、売上高の減少幅が大きかった結果、売上高

5,297百万円（前期比17.2％減）、セグメント利益737百万円（前期比

22.8％減）となりました。

（その他アジア）

　タイ及びベトナム子会社において、家電関連が増加し、韓国では自動車・

産業機器関連の売上高が増加し、前連結会計年度を上回りました。利益面

では、売上高増加に伴うものと、ベトナム子会社の生産性向上の結果、売

上高3,280百万円（前期比14.6％増）、セグメント利益500百万円（前期比

9.8％増）となりました。

（北米）

　自動車・産業機器関連の売上高は減少しましたが、医療関連における血

糖値測定器・心臓用カテーテル向けセンサ売上は、大幅に増加した結果、

売上高1,416百万円（前期比17.7％増）、セグメント利益311百万円（前期

比26.6％増）となりました。
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地 域 区 分

第 63 期
（2019年3月期）

（前連結会計年度）

第 64 期
（2020年3月期）

（当連結会計年度）
前連結会計年度比

金 額
（ 百 万 円 ）

構 成 比
（ ％ ）

金 額
（ 百 万 円 ）

構 成 比
（ ％ ）

金 額
（ 百 万 円 ）

増 減 率
（ ％ ）

日 本 4,797 31.4 4,896 32.9 98 2.0

中 国 6,404 42.0 5,297 35.6 ▲1,107 ▲17.2

その他アジア 2,860 18.7 3,280 22.0 419 14.6

北 米 1,203 7.9 1,416 9.5 213 17.7

合 計 15,266 100.0 14,890 100.0 ▲376 ▲2.4

（注）上記の日本（地域区分）には、欧州向けの輸出売上高が含まれており、

　　　第63期売上高 797百万円、第64期売上高 667百万円であります。

 ②　設備投資の状況

 　　当連結会計年度の設備投資の総額は1,553百万円であります。

 　　その主なものは、フィリピン第２工場の建物内装・インフラ工事及びベ

 　　トナム工場の建物付き土地使用権の取得、新規生産設備構築等によるも

 　　のであります。

 ③　資金調達の状況

 　　当連結会計年度中に、設備投資資金として、下記金融機関より長期借入

 　　金1,000百万円の調達を実施しました。

借 入 先 株 式 会 社

三菱UFJ銀行

株 式 会 社

み ず ほ 銀 行

株 式 会 社

三井住友銀行

株 式 会 社

り そ な 銀 行

借 入 額
（ 百 万 円 ） 500 200 250 50

 ④　事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況

 　　該当事項はありません。

 ⑤　他の会社の事業の譲受けの状況

 　　該当事項はありません。

 ⑥　吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継

 　　の状況

 　　該当事項はありません。

 ⑦　他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況

 　　該当事項はありません。
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(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

区 分
第 61 期

(2017年3月期)
第 62 期

(2018年3月期)
第 63 期

(2019年3月期)

第 64 期
(当連結会計年度)
(2020年3月期)

売 上 高 (百万円) 13,132 14,466 15,266 14,890

経 常 利 益 (百万円) 781 897 1,474 1,127

親会社株主に帰属
す る 当 期 純 利 益

(百万円) 396 584 968 663

１株当たり当期純利益 (円) 140.11 206.21 341.36 233.78

総 資 産 (百万円) 13,136 13,565 15,548 16,951

純 資 産 (百万円) 7,708 8,224 9,021 9,189

１株当たり純資産額 (円) 2,722.24 2,899.36 3,180.42 3,239.84

　（注）１株当たり当期純利益は、自己株式を控除した期中平均発行済株式総数

　　　　により、１株当たり純資産額は、自己株式を控除した期末発行済株式総

　　　　数により算出しております。

(3) 重要な親会社及び子会社の状況

①　親会社の状況

　該当事項はありません。
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　　②　子会社の状況

会社名 資本金
当社の議決権比率

(％）
主要な事業内容

SEMITEC USA CORP. 千米ドル

120

100.0 センサ等の販売

SEMITEC(HONG KONG)CO.,LTD 千香港ドル

56,000

100.0 センサ等の販売

SEMITEC TAIWAN CORP. 千ＮＴドル

6,000

100.0 センサ等の販売

SEMITEC KOREA CO.,LTD 千ウォン

5,360,000

100.0 センサ等の製造及び販売

江蘇興順電子有限公司 千米ドル

5,000

100.0

(2.8)

センサ素子等の製造及び販売

SEMITEC

ELECTRONICS PHILIPPINES INC.

千比ペソ

536,413

100.0 センサ素子等の製造及び販売

石塚国際貿易（上海）有限公司 千米ドル

4,200

100.0 センサ等の販売

石塚感応電子（韶関）有限公司 千米ドル

1,600

100.0

(100.0)

センサアッセンブル等の製造

Thai Semitec Co.,Ltd 千タイバーツ

62,700

100.0 センサ等の販売

石塚感応電子（深圳）有限公司 千米ドル

6,000

100.0

(100.0)

センサアッセンブル等の

製造及び販売

SEMITEC Europe GmbH 千ユーロ

50

100.0 センサ等の販売

SEMITEC ELECTRONICS VIETNAM 

CO.,LTD.

千米ドル

1,700

100.0 センサアッセンブル等の

製造及び販売

SEMITEC ELECTRONICS INDIA 

PRIVATE LIMITED

千インドルピー

30,000

100.0

(100.0)

センサアッセンブル等の

製造及び販売

（注） １.「当社の議決権比率」欄の（内書）は間接所有の割合であります。

 ２.前事業年度において、清算手続き中であった感応貿易（深圳）有限公司は、当事業年

　　度において清算結了となりました。

 ３.当事業年度において、SEMITEC ELECTRONICS INDIA PRIVATE LIMITEDを設立いたしまし

　　た。
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(4) 対処すべき課題
　当企業グループは、売上高・利益の継続的な伸びを目指すために、既存市
場の維持拡大や新たな市場への参入が不可欠と考えております。そのため、
継続的に医療機器・自動車関連の販売力強化、次世代製品への積極的な研究
開発投資、生産拠点の再編や工程改善・生産設備の自動化等による生産コス
ト改善を行ってまいります。

　中長期的なビジョンとして、世界中で生まれるセンサニーズを拾い上げ、
開発・供給し続ける企業（「真のグローバル企業」）を目指していきます。

　　　各機能のコンセプトは、以下の通りであります。

　　①　研究開発機能
　新規の技術開発に特化した人材育成を強化し、従来の発想・思想に囚わ
　れない未来志向型の技術開発への進化に努める。

　　②　販売機能
　各国多種多様なニーズの情報収集を強化し、その国でビジネスを成立さ
　せるため、販売拠点一丸でサポートに努める。

　　③　生産機能
　消費地生産及び適地生産について、模索・検討を行い、常に生産性の向
　上に努め、生産技術と連携し、より良い製造工法・自動機の追及に努め
　る。

　　④　品質保証機能
　　　　全生産拠点における統一の品質保証レベルを確立し、各拠点で完結でき
　　　　る体制づくりに努める。

　　⑤　管理機能
　　　　各拠点の管理者及びそれぞれの拠点で必要とされる人材の育成サポート

　に努める。

　　　なお、次年度の特記として、新型コロナウイルスの影響により、進捗計画
　　に遅れが生じている案件につきましては、遅れを取り戻すべくリカバリーに
　　努めてまいります。

－ 9 －



(5) 主要な事業内容（2020年3月31日現在）
　当企業グループは、当社及び連結子会社13社で構成されており、温度セン
サをはじめとする各種センサ等の製造、販売を主な事業としております。主
に当社、SEMITEC ELECTRONICS PHILIPPINES INC.及び江蘇興順電子有限公司
で生産したセンサ素子を各生産拠点へ供給し、各生産拠点でアッセンブルし
たセンサを当社を含む販売拠点より国内外へ販売しております。

(6) 主要な営業所及び工場（2020年3月31日現在）

   ①　当社

事　業　所　名 所　在　地

本　社 東京都　墨田区

西　日　本　営　業　所 大阪府　大阪市　淀川区

名　古　屋　出　張　所 愛知県　名古屋市　名東区

千　葉　工　場 千葉県　千葉市　花見川区

　 ②　子会社

会　社　名 所　在　地

（生産・販売拠点）

石塚感応電子（深圳）有限公司 中国　広東省

SEMITEC KOREA CO.,LTD 韓国

江蘇興順電子有限公司 中国　江蘇省

SEMITEC ELECTRONICS　VIETNAM CO.,LTD. ベトナム

SEMITEC ELECTRONICS INDIA

PRIVATE LIMITED
インド

（販売拠点）

SEMITEC USA CORP. 米国

SEMITEC(HONG KONG)CO.,LTD 香港

SEMITEC TAIWAN CORP. 台湾

石塚国際貿易（上海）有限公司 中国　上海市

Thai Semitec Co.,Ltd タイ

SEMITEC Europe GmbH ドイツ

（生産拠点）

SEMITEC ELECTRONICS　PHILIPPINES INC. フィリピン

石塚感応電子（韶関）有限公司 中国　広東省
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(7) 従業員の状況（2020年３月31日現在）

　①　企業集団の従業員の状況

セグメントの名称 従業員数（名） 前期末比増減（名）

日本 206（89） △4（△13）

中国 1,274（―） △25　（―）

その他アジア 1,624（―） ＋202　（―）

北米 7（―） △2　（―）

合計 3,111（89） ＋171（△13）

（注）１．　従業員数は、当企業グループから当企業グループ外への出向者を除き、当企業グ

　　　　　　ループ外から当企業グループへの出向者を含む就業人員数であります。

　　　２．　従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の年間の平均雇用人員であります。

　　　　　　臨時従業員には、パート・アルバイトを含み、契約社員・派遣社員を除いてお

　　　　　　ります。

　　　３．　臨時従業員の人数の算出方法は、臨時従業員の総労働時間を正社員の１日の所定

労働時間（８時間）で除して算出（小数点以下、四捨五入）しております。

　②　当社の従業員の状況

従業員数（名） 前期末比増減（名） 平均年齢 平均勤続年数

206

(89)

△4

(△13)

42.1歳 13.6年

（注）１．　従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就

　　　　　　業人員数で算出しております。

　　　２．　従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の年間の平均雇用人員であります。臨時従業

　　　　　　員数には、パート・アルバイトを含み、契約社員・派遣社員を除いております。

　　　３．　臨時従業員の人数の算出方法は、臨時従業員の総労働時間を正社員の１日の所定

　　　　　　労働時間（８時間）で除して算出（小数点以下、四捨五入）しております。

　　　４．　平均年齢、平均勤続年数は、臨時従業員を除いております。
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　(8) 主要な借入先の状況（2020年３月31日現在）

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 1,740百万円

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 832百万円

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 678百万円

株 式 会 社 り そ な 銀 行 470百万円

　(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

　　　該当事項はありません。

２．株式の状況（2020年3月31日現在）

　(1) 発行可能株式総数　　　　　　　9,890,000 株

　(2) 発行済の株式総数　　　　　　　2,836,900 株　（うち自己株式 372株）

　(3) 株主数　                          1,859 名

(4) 大株主　（上位11名）

株 主 名 持 株 数 （ 株 ） 持株比率（％）

石 塚 興 産 株 式 会 社 706,800 24.91

石 塚 二 朗 307,300 10.83

S E M I T E C 従 業 員 持 株 会 212,465 7.49

石 塚 大 助 160,250 5.65

日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト
信 託 銀 行 株 式 会 社 127,400 4.49

日 本 ト ラ ス テ ィ ・ サ ー ビ ス
信 託 銀 行 株 式 会 社 113,200 3.99

石 　 塚 　 み ど り 84,750 2.98

資 産 管 理 サ ー ビ ス
信 託 銀 行 株 式 会 社 69,500 2.45

榊 原 　 潤 32,500 1.14

笹 原 邦 夫 23,000 0.81

株 式 会 社 三 菱 U F J 銀 行 23,000 0.81

（注）持株比率は自己株式を控除して計算しております。
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３．新株予約権等の状況

(1) 当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権

の状況（2020年3月31日現在）

新 株 予 約 権

発 行 決 議 日 2010年６月29日

新 株 予 約 権 の 数 60個

新 株 予 約 権 の 目 的 と な る
株 式 の 種 類 と 数

普通株式 　　　　　　　　　　　　　6,000株

新 株 予 約 権 の 発 行 価 格 無償

新 株 予 約 権 の 行 使 に 際 し て
出 資 さ れ る 財 産 の 価 額

新株予約権１個当たり　　　 　　　185,000円
（１株当たり　　　　　　　　　　　 1,850円）

権 利 行 使 期 間
2012年6月29日から
2020年6月28日まで

行 使 の 条 件

新株予約権は、新株予約権者が権利行使時点におい
て、当社の取締役又は従業員（管理職者）及び当社
子会社の取締役のいずれかの地位を有している場合
に行使することができる。ただし、任期満了による
退任、定年退職による場合、その他取締役会が正当
な理由があると認めた場合は退任又は退職後１年以
内に限って行使できるものとする。
その他の条件は、新株予約権者は、行使しようとす
る新株予約権につき、当社と本新株予約権者との間
において締結する「新株予約権割当契約」を遵守し
なければ、新株予約権を行使することはできない。

役 員 の
保 有 状 況

取 締 役
（ 監 査 等 委 員 を 除 く ）

新株予約権の数　　　　　　　　　　　　20個

目的となる株式数　　　　　　　　　 2,000株

保有者数　　　　　　　　　　　　　　　 1人

社 外 取 締 役
（ 監 査 等 委 員 を 除 く ）

新株予約権の数　　　　　　　　　　　 ― 個

目的となる株式数　　　　　　　　　　 ― 株

保有者数　　　　　　　　　　　　　　 ― 人

取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ）

新株予約権の数　　　　　　　　　　　 ― 個

目的となる株式数　　　　　　　　　　 ― 株

保有者数　　　　　　　　　　　　　　 ― 人

　(2) 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権

　　　の状況

　　　該当事項はありません。
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４．会社役員の状況

(1) 取締役の状況（2020年３月31日現在）

会社における地位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 会 長 石 塚 二 朗

代 表 取 締 役 社 長 石 塚 大 助

取 締 役 石 塚 淳 也
品質保証本部管掌 兼

アジア生産体制強化責任者

取 締 役 申 　 莊 淳 韓国事業本部管掌

取 締 役 高 橋 克 司 南アジア事業本部長

取 締 役 豊 井 義 次
欧米営業本部長 兼 営業統括本部管掌 兼

管理本部管掌

取 締 役 李 旭 中国事業本部長

取 締 役 十 文 字 　 裕 　 司 技術本部長 兼 開発本部管掌

取 締 役 柳 田 健 充 生産本部長 兼 生産技術本部管掌

取締役(監査等委員･常勤) 福 　 英 晴

取締役(監査等委員) 中 野 眞 一 公認会計士中野眞一事務所代表

取締役(監査等委員) 佐 瀬 正 俊
アルファパートナーズ法律事務所

マネジメントパートナー

取締役(監査等委員) 大 谷 浩 美
株式会社グローセル（旧　株式会社
ルネサスイーストン）相談役

（注）１．取締役（監査等委員）中野眞一氏及び佐瀬正俊氏並びに大谷浩美氏は、社外取締役で

　　あります。

２．取締役（監査等委員）中野眞一氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計

　　に関する相当程度の知見を有しております。

３．取締役（監査等委員）佐瀬正俊氏は、弁護士の資格を有しており、法務に関する相当

　　程度の知見を有しております。

４．取締役（監査等委員）大谷浩美氏は、長年にわたる経営者としての豊富な経験と幅広

　　い見識を有しております。

５．当社は、社外取締役（監査等委員）中野眞一氏及び佐瀬正俊氏並びに大谷浩美氏を東

　　京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

６．情報収集の充実を図り、内部監査部門等との十分な連携を通じて監査の実効性を高

　　め、監査・監督機能を強化するために、福英晴氏を常勤の監査等委員として選定して

　　おります。
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(2) 責任限定契約の内容の概要

当社と各監査等委員は、会社法第427条第１項の規定に基づき、会社法第

423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。

当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、あらかじめ定めた額と法令の

定める最低責任限度額とのいずれか高い額としております。

(3) 当事業年度に係る報酬等の総額

区 分 員 　 　 数 報 酬 等 の 額

取締役（監査等委員を除く） 10名 220,474千円

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ）
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

4名
(3名)

22,800千円
(11,700千円)

合 計
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

14名
(3名)

243,274千円
(11,700千円)

（注）１．上記には、2019年６月26日開催の第63回定時株主総会終結の時をもって退任した取締

　　役１名に対する報酬を含んでおります。

２．取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

３．取締役の報酬限度額は、2015年６月25日開催の第59回定時株主総会において、取締役

　　（監査等委員を除く）について年額500百万円を上限（ただし、使用人分給与は含まな

　　い。）、取締役（監査等委員）について年額50百万円を上限と決議いただいておりま

　　す。

４．上表の報酬等の総額には、以下のものが含まれております。

　　当事業年度における役員退職慰労金16,500千円（取締役（監査等委員を除く）１名）。
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(4) 社外役員に関する事項

①　他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

　・取締役（監査等委員）中野眞一氏は、公認会計士中野眞一事務所代表で

　　あります。当社と兼職先との間には特別の関係はありません。

　・取締役（監査等委員）佐瀬正俊氏は、アルファパートナーズ法律事務所

　　のマネジメントパートナーであります。同法律事務所の同氏以外の弁護

　　士と当社の間において、法律顧問業務等の委託取引があり、弁護士報酬

　　は、他の法律事務所の弁護士と同様の条件で決定しております。

　・取締役（監査等委員）大谷浩美氏は、株式会社グローセル（旧　株式会

　　社ルネサスイーストン）の相談役であります。当社と兼職先との間には

　　特別の関係はありません。

②　会社又は会社の特定関係事業者の業務執行者又は業務執行者でない役員

　　との親族関係

　　該当事項はありません。

③　当事業年度における主な活動状況

出 席 状 況 及 び 発 言 状 況

取締役
（監査等委員）

中 野 眞 一

当事業年度に開催された取締役会16回のうち16回、監査等

委員会16回のうち16回に出席いたしました。公認会計士

としての専門的見地から、取締役会において、取締役会の

意思決定の妥当性・適正性を確保するための発言を行って

おります。また、監査等委員会において、内部統制監査に

ついて適宜、必要な発言を行っております。

取締役
（監査等委員）

佐 瀬 正 俊

当事業年度に開催された取締役会16回のうち16回、監査等

委員会16回のうち16回に出席いたしました。弁護士とし

ての専門的見地から、取締役会において、取締役会の意思

決定の妥当性・適正性を確保するための発言を行っており

ます。また、監査等委員会において、内部統制監査につい

て適宜、必要な発言を行っております。

取締役
（監査等委員）

大 谷 浩 美

当事業年度に開催された取締役会16回のうち15回、監査等

委員会16回のうち15回に出席いたしました。長年にわた

る経営者としての豊富な経験と幅広い見識により、取締役

会において、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保

するための発言を行っております。また、監査等委員会に

おいて、内部統制監査について適宜、必要な発言を行って

おります。
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５．会計監査人の状況

(1) 名称　　　　　　　　　　有限責任監査法人　トーマツ

(2) 報酬等の額

報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 40,000千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の
財産上の利益の合計額

40,000千円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法

　　　　　に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できません

　　　　　ので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しており

　　　　　ます。

２．当社の重要な子会社は、当社の会計監査人以外の公認会計士又は監査法人の監査を受

　　けております。

３．監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見

　　積りの算出根拠などが適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計

　　監査人の報酬等の額について同意の判断をいたしました。

(3) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある等、その必要があ

ると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関

する議案の内容を決定いたします。

　また、監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第1項各号に定める項

目に該当すると認められる場合は、監査等委員全員の同意に基づき、会計監

査人を解任します。この場合、監査等委員会が選定した監査等委員は、解任

後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任

の理由を報告いたします。
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６．業務の適正を確保するための体制及び運用状況の概要

　当社が、会社法及び会社法施行規則に基づき、取締役会において業務の

適正を確保するための体制について決議した概要は次のとおりであります。

（1）取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

①　当社の全ての役員は、社会規範・倫理そして法令などの遵守により公正

　　かつ適切な経営の実現と市民社会との調和をはかる。この実践のため、

　　「グループ行動規範」及び「コンプライアンス規程」に従い、率先垂範

　　して会社全体の企業倫理の遵守及び浸透をはかり、横断的なコンプライ

　　アンス体制の整備及び問題点の把握に努める。

②　当社は取締役の職務執行を監査する権限を持つ監査等委員会を設置し、

　　取締役の職務執行について厳正な監視を行うことにより、職務の執行が

　　法令及び定款に適合することを確保する。

（2）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

①　取締役の職務の執行にかかる情報（取締役会議事録、稟議書等）は文書

　　（電磁的記録を含む）によって保存する。

②　その取扱いについては「文書保存規程」に基づき、適切に保存及び管理

　　を行い、必要に応じて常時閲覧可能な状態にする。

（3）損失の危険の管理に関する規程その他の体制

①　｢経営危機管理規程｣に基づき、あらゆるリスクに備えた損失の未然防止

　　と、事故発生時の被害を極小化するために適切な対応をはかる。

②　事故発生時には、重要性により代表取締役社長または所轄役員を本部長

　　とする対策本部を設置し、顧問弁護士等、専門家の意見を参考に損害の

　　拡大を防止することで、迅速な危機の解決並びに回避をはかる。

（4）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

①　毎月1回の定例取締役会と必要に応じて臨時取締役会にて重要事項を付議

　　する。付議すべき重要事項については「取締役会規程」、「職務権限規

　　程」に規定する。

②　取締役会の決定に基づく業務執行については「組織規程」、「業務分掌

　　規程」に基づき、これを執行する。
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（5）使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

①　当社は使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するた

　　め、「グループ行動規範」及び「コンプライアンス規程」の実践的運用

　　と徹底を行う体制を構築する。

②　これらに基づき、法律や社内規程などの遵守にとどまらず、役員及び使

　　用人が全て同じ倫理観・価値観を共有し、広く社会に貢献する企業とな

　　り、当社の企業価値の向上をはかる。

③　法令を遵守する経営の透明性とコンプライアンスの強化に向けて、社長

　　を委員長とし、顧問弁護士を委員に含むグループ倫理委員会を設置し、

　　より高い倫理観に基づいた事業活動を行うよう指導する。また、これら

　　の活動は定期的にグループ倫理委員会に報告されるものとする。

④　内部監査室は各部門の業務活動が法令、及び会社の方針、規程、規則、

　　基準等に準拠し、適正に遂行されているかを内部監査し、不適切な事項

　　については改善の勧告・指導を行う。

⑤　「内部通報規程」に基づき、使用人等からの組織的または個人的な法令

　　違反等に関する相談または通報に対し、適正な処理を行う仕組みを構築

　　する。

 

（6）当社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制

①　グループ会社における業務適正を確保するため、当社は「関係会社管理

　　規程」に基づいて当社グループ全体を統合した経営を行う体制を構築す

　　る。

②　グループ会社の経営状態を把握するため、各グループ会社を管理する所

　　管部門から、月次決算書を始め経営上の重要な情報を提出させ、関係役

　　員、社長に回覧する。

③　グループ会社の内部監査は、当社の内部監査室が定期的に実施する。

 

（7）監査等委員会の職務を補助すべき使用人に関する事項と当該使用人の取締

役からの独立性に関する事項

　　監査等委員会に関する庶務事項については監査等委員会の要請に基づい

　て、監査等委員室がこれを担当する。監査等委員会がその職務を補助すべ

　き使用人を置くことを求めた場合、取締役会は監査等委員会と協議のうえ、

　補助すべき使用人に関する体制を整備するものとする。
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（8）取締役及び使用人が監査等委員会に報告するための体制その他の監査等委

員会への報告に関する体制

①　取締役及び使用人は監査等委員会に対して、法定の事項に加えて当社及

　　び当社グループに重大な影響を及ぼす事項、取締役の職務執行に関して

　　不正行為、法令・定款に違反する重大な事項が発生する可能性、もしく

　　は発生した場合は、その事実があればその都度報告する体制を構築する。

②　監査等委員会はいつでも必要に応じて取締役及び使用人に対して上記内

　　容の報告を求めることができることとする。

③　「内部通報規程」により管理本部に通報された事項に関し、監査等委員

　　会が知るべき内容であれば監査等委員会に情報が提供される体制を整え

　　る。

④　監査等委員会へ報告を行った者に対して、当該報告をしたことを理由と

　　して解雇その他の不利な取扱いを行うことを当社グループにおいて禁止

　　する。

（9）監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

①　監査等委員会は各部門の監査調書を社長及び関係取締役に提出し、監査

　　結果を報告する。また、監査等委員会は定期的に社長と監査内容につい

　　て話し合い、意見交換を行うこととする。

②　社内の重要稟議書は決裁後監査等委員会がいつでも閲覧でき、問題点が

　　あれば関係者に監査等委員会意見として指摘がなされ、監査等委員会意

　　見が実行される仕組みとなっており、監査等委員会はいつでも必要に応

　　じて取締役及び使用人に対して報告を求めることができる。

③　監査等委員会は会計監査人及び内部監査室とそれぞれ期初に監査方針、

　　監査計画等を打ち合わせるなど、定期的な会合を含み緊密な連携を図る

　　ことで監査の実効を高めることとする。

④　内部監査室は「内部監査規程」に基づき、年間スケジュールに従って各

　　部門の業務内容を監査し、監査結果は必要に応じて監査等委員会に報告

　　されることとする。

⑤　当社は、監査等委員がその職務の執行に必要な費用について前払いまた

　　は償還の請求をしたときは、速やかに当該費用を処理する。

－ 20 －



【当該体制の運用状況の概要】

当該事業年度の、上記業務の適正を確保するための体制の運用状況の主な

概要は以下のとおりであります。

1.　取締役会を16回開催し、法令等に定められた事項や経営方針・予算の策

　　定等経営に関する重要事項を決定するとともに、取締役間の意思疎通を

　　図り相互に業務執行を監督いたしました。

2.　監査等委員会を16回開催し、監査方針や監査計画を協議決定するととも

　　に、取締役の職務執行、法令・定款等の遵守状況について監査いたしま

　　した。

3.　財務報告の信頼性確保のため、実施計画に基づき内部監査室が内部統制

　　評価を実施し、会計監査人とも連携して監査いたしました。

4.　経営会議を12回開催し、連結ベースでの経営状況の進捗管理を当社グル

　　ープ全体で行い共有するとともに、各子会社及び各本部の重要事項の審

　　議並びに重要な職務執行の報告を受け、その確認を行いました。

5.　情報セキュリティ委員会を開催し、情報セキュリティに関するマネジメ

　　ント体制及びその運用状況を確認いたしました。

6.　倫理委員会を開催し、情報・意見交換を行いました。

７．剰余金の配当等の決定に関する方針

　当社は、株主への還元を第一として、配当原資確保のための収益力を強化

し、継続的かつ安定的な配当を行うことを基本方針としております。

　当社の剰余金の配当は、期末配当の年１回を基本的な方針としております。

また配当の決定機関は、取締役会であります。

　内部留保資金の使途につきましては、今後の事業展開のための設備資金及

び研究開発費用等に投入していくこととしております。なお、当社は中間配

当を行うことができる旨を定款に定めております。

　当事業年度における配当につきましては、１株あたり20円00銭（普通株式

20円00銭）とすることといたしました。
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連　結　貸　借　対　照　表

（2020年３月31日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資　産　の　部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

電 子 記 録 債 権

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原材料及び貯蔵品

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

土 地

建 設 仮 勘 定

使 用 権 資 産

そ の 他

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

11,560,875

4,416,387

2,866,363

682,256

1,652,557

637,923

781,039

535,315

△10,967

5,390,687

4,831,627

1,258,895

1,273,433

577,747

784,411

671,552

265,587

54,991

53,681

1,309

504,068

153,082

44,346

308,671

△2,031

（負　債　の　部）

流 動 負 債 5,062,491

支払手形及び買掛金 756,151

設備関係支払手形 83,249

電 子 記 録 債 務 394,550

短 期 借 入 金 1,950,000

1 年 内 返 済 予 定 の
長 期 借 入 金

481,371

リ ー ス 債 務 138,429

未 払 法 人 税 等 78,992

そ の 他 1,179,745

固 定 負 債 2,699,169

長 期 借 入 金 1,291,129

長 期 未 払 金 157,610

リ ー ス 債 務 617,383

繰 延 税 金 負 債 349,404

退職給付に係る負債 272,303

そ の 他 11,338

負 債 合 計 7,761,660

（純 資 産 の 部）

株 主 資 本 9,416,504

資 本 金 767,477

資 本 剰 余 金 647,945

利 益 剰 余 金 8,002,142

自 己 株 式 △1,062

その他の包括利益累計額 △226,600

為替換算調整勘定 △218,569

退職給付に係る調整累計額 △8,031

純 資 産 合 計 9,189,903

資 産 合 計 16,951,563 負 債 ・ 純 資 産 合 計 16,951,563
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連　結　損　益　計　算　書

( 2019年４月１日から
2020年３月31日まで )

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 14,890,312

売 上 原 価 9,683,612

売 上 総 利 益 5,206,700

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 4,117,042

営 業 利 益 1,089,657

営 業 外 収 益

受 取 利 息 14,089

為 替 差 益 19,260

助 成 金 収 入 25,041

作 業 く ず 売 却 益 12,794

雑 収 入 38,475 109,660

営 業 外 費 用

支 払 利 息 48,723

固 定 資 産 除 却 損 15,512

雑 損 失 7,942 72,179

経 常 利 益 1,127,139

特 別 利 益

関 係 会 社 出 資 金 清 算 益 3,066 3,066

特 別 損 失

減 損 損 失 3,086

投 資 有 価 証 券 評 価 損 76,973

役 員 退 職 慰 労 金 16,500 96,559

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 1,033,646

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 344,808

法 人 税 等 調 整 額 25,698 370,507

当 期 純 利 益 663,138

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 663,138
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連結株主資本等変動計算書

( 2019年４月１日から
2020年３月31日まで )

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計

当 期 首 残 高 767,477 647,945 7,349,295 △1,062 8,763,656

会計方針の変更に
よる累積的影響額

74,804 74,804

会計方針の変更を
反映した当期首残
高

767,477 647,945 7,424,099 △1,062 8,838,461

連 結 会 計 年 度 中 の
変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △85,095 △85,095

親 会 社 株 主 に
帰 属 す る
当 期 純 利 益

663,138 663,138

株 主 資 本 以 外 の
項 目 の 連 結 会 計
年 度 中 の 変 動 額 ( 純 額 )

連結会計年度中の変動額合計 ― ― 578,042 ― 578,042

当 期 末 残 高 767,477 647,945 8,002,142 △1,062 9,416,504

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

純 資 産 合 計
為 替 換 算
調 整 勘 定

退職給付に係る
調 整 累 計 額

そ の 他 の 包 括
利 益 累 計 額
合 計

当 期 首 残 高 258,475 △774 257,701 9,021,357

会計方針の変更に
よる累積的影響額

74,804

会計方針の変更を
反映した当期首残
高

258,475 △774 257,701 9,096,162

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △85,095

親 会 社 株 主 に
帰 属 す る
当 期 純 利 益

663,138

株 主 資 本 以 外 の
項 目 の 連 結 会 計 年 度 中
の 変 動 額 ( 純 額 )

△477,044 △7,257 △484,302 △484,302

連結会計年度中の変動額合計 △477,044 △7,257 △484,302 93,740

当 期 末 残 高 △218,569 △8,031 △226,600 9,189,903
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貸　借　対　照　表

（2020年３月31日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資 産 の 部 ）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

電 子 記 録 債 権

売 掛 金

製 品

仕 掛 品

原材料及び貯蔵品

短 期 貸 付 金

未 収 入 金

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

工具、器具及び備品

土 地

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

そ の 他

投資その他の資産

関 係 会 社 株 式

関 係 会 社 出 資 金

関係会社長期貸付金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

5,131,994

783,168

52,106

682,256

1,395,426

615,742

148,055

175,495

611,034

652,822

15,885

5,049,543

1,674,046

439,091

6,740

369,748

14,569

106,196

504,510

233,189

28,702

27,392

1,309

3,346,794

1,912,952

1,067,063

394,124

23,364

△50,710

（ 負 債 の 部 ）

流 動 負 債 4,322,099

支 払 手 形 24,773

電 子 記 録 債 務 394,550

買 掛 金 742,481

短 期 借 入 金 1,950,000

1 年 内 返 済 予 定 の
長 期 借 入 金

481,371

リ ー ス 債 務 20,317

未 払 金 269,769

未 払 費 用 316,471

未 払 法 人 税 等 16,364

預 り 金 22,709

設備関係支払手形 83,249

前 受 金 40

固 定 負 債 1,736,059

長 期 借 入 金 1,291,129

長 期 未 払 金 157,610

リ ー ス 債 務 36,731

繰 延 税 金 負 債 9,165

退 職 給 付 引 当 金 231,423

そ の 他 10,000

負 債 合 計 6,058,158

（純  資  産  の  部）

株 主 資 本 4,123,378

資 本 金 767,477

資 本 剰 余 金 671,477

資 本 準 備 金 671,477

利 益 剰 余 金 2,685,485

利 益 準 備 金 24,000

その他利益剰余金 2,661,485

固定資産圧縮積立金 19,614

別 途 積 立 金 3,248,800

繰越利益剰余金 △606,928

自 己 株 式 △1,062

純 資 産 合 計 4,123,378

資 産 合 計 10,181,537 負 債 ・ 純 資 産 合 計 10,181,537
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損　益　計　算　書

( 2019年４月１日から
2020年３月31日まで )

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 6,300,490

売 上 原 価 4,506,669

売 上 総 利 益 1,793,820

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,262,301

営 業 損 失 △468,480

営 業 外 収 益

受 取 利 息 13,914

受 取 配 当 金 669,690

受 取 手 数 料 34,103

雑 収 入 16,571 734,279

営 業 外 費 用

支 払 利 息 12,148

為 替 差 損 39,567

雑 損 失 3,530 55,246

経 常 利 益 210,552

特 別 損 失

役 員 退 職 慰 労 金 16,500 16,500

税 引 前 当 期 純 利 益 194,052

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 35,333

法 人 税 等 調 整 額 △463 34,870

当 期 純 利 益 159,181
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株主資本等変動計算書

( 2019年４月１日から
2020年３月31日まで )

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資本剰余金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合 計

資本準備金
資本剰余金
合 計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合 計固定資産圧

縮 積 立 金
別途積立金 繰越利益剰余金

当 期 首 残 高 767,477 671,477 671,477 24,000 20,584 3,248,800 △681,984 2,611,399 △1,062 4,049,292

事業年度中の変動額

固定資産圧縮積立
金 の 取 崩

△970 970 ― ―

剰余金の配当 △85,095 △85,095 △85,095

当 期 純 利 益 159,181 159,181 159,181

事業年度中の変動額合計 ― ― ― ― △970 ― 75,055 74,085 ― 74,085

当 期 末 残 高 767,477 671,477 671,477 24,000 19,614 3,248,800 △606,928 2,685,485 △1,062 4,123,378

純 資 産 合 計

当 期 首 残 高 4,049,292

事業年度中の変動額

固定資産圧縮積立
金 の 取 崩

―

剰余金の配当 △85,095

当 期 純 利 益 159,181

事業年度中の変動額合計 74,085

当 期 末 残 高 4,123,378
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

2020年５月22日

Ｓ Ｅ Ｍ Ｉ Ｔ Ｅ Ｃ 株 式 会 社

取 締 役 会 御 中

有限責任監査法人　ト　ー　マ　ツ

東 京 事 務 所

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 平 野 　 洋 ㊞

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 川 口 泰 広 ㊞

監査意見

　当監査法人は、会社法第444条第4項の規定に基づき、ＳＥＭＩＴＥＣ株式会社の2019年4月1日から2020年3月31日まで

の連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結計算

書類の作成のための基本となる重要な事項及びその他の注記について監査を行った。

　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、Ｓ

ＥＭＩＴＥＣ株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全て

の重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ

る当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国にお

ける職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の

責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

連結計算書類に対する経営者並びに監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正

に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であるか

どうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示

する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表

示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明

することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利

用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
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　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と

しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

　・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手

　　続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ

　　適切な監査証拠を入手する。

　・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リス

　　ク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

　・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性

　　及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

　・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に

　　基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかど

　　うか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類

　　の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連

　　結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手

　　した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

　・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠してい

　　るかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎

　　となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠

　　を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で

　　監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要

な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講

じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

2020年５月22日

Ｓ Ｅ Ｍ Ｉ Ｔ Ｅ Ｃ 株 式 会 社

取 締 役 会 御 中

有限責任監査法人　ト　ー　マ　ツ

東 京 事 務 所

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 平 野 　 洋 ㊞

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 川 口 泰 広 ㊞

監査意見

　当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、ＳＥＭＩＴＥＣ株式会社の2019年4月1日から2020年3月31

日までの第64期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針及

びその他の注記並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。

　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該

計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ

る当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国におけ

る職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしてい

る。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

計算書類等に対する経営者並びに監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどう

かを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する

必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示

がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明する

ことにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の

意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

－ 30 －



　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と

しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

　・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手

　　続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ

　　適切な監査証拠を入手する。

　・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク

　　評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

　・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性

　　及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

　・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基

　　づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどう

　　か結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注

　　記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類

　　等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査

　　証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

　・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠している

　　かどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる

　　取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　・　計算書類等に対する意見を表明するために、計算書類等に含まれる構成単位の財務情報に関する十分かつ適切な

　　監査証拠を入手する。監査人は、構成単位の財務情報に関する監査の指示、監督及び実施に関して責任がある。監

　　査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要

な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講

じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査等委員会の監査報告

監　査　報　告　書
　当監査等委員会は、2019年４月１日から2020年３月31日までの第64期事業年度における取締役の職務の執行について監

査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。

１．監査の方法及びその内容

　監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の内容並びに当該

決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況に

ついて定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施しまし

た。

①　監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統制部門と連携の上、重要な会議に出席

し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁

書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査しました。また、子会社について

は、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受け

ました。

②　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監

査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職

務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に

関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応

じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株

主資本等変動計算書、重要な会計方針及びその他の注記）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、

連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項及びその他の注記）

について検討いたしました。

２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システム

に関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果

会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2020年５月25日
　　　　　　ＳＥＭＩＴＥＣ株式会社　監査等委員会

　　　　　　　　常勤監査等委員　　福　　　英　晴　㊞

　　　　　　　　監 査 等 委 員　　中　野　眞　一　㊞

　　　　　　　　監 査 等 委 員　　佐　瀬　正　俊　㊞

　　　　　　　　監 査 等 委 員　　大　谷　浩　美　㊞

（注）監査等委員中野眞一氏、佐瀬正俊氏及び大谷浩美氏は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に規定

　　　する社外取締役であります。

以　上
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　　　　　　　　　株主総会参考書類

　第１号議案　取締役（監査等委員であるものを除く。）９名選任の件

　取締役（監査等委員であるものを除く。以下、同じ。）全員（９名）は、本

総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、取締役９名の選任

をお願いするものであります。

　なお、本議案に関しましては、当社の監査等委員会は、全ての取締役候補者

について適任であると判断しております。

　取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者

番号

氏　名

（生年月日）

略歴、 当社における地位、 担当

（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する

当社の株式数

1
いし

石
づか

塚
じ

二
ろう

朗

 （1951年５月14日）

1975年４月

1979年４月

1981年２月

1989年５月

1990年５月

2011年10月

2013年６月

2015年６月

沖電気工業株式会社入社

当社入社

当社専務取締役

当社代表取締役専務

当社代表取締役社長

当社代表取締役会長

当社代表取締役社長

当社代表取締役会長（現任）

　 307,300株

2
いし

石
づか

塚
だい

大
すけ

助

 （1977年１月24日）

2001年４月

2005年２月

2009年４月

2010年４月

2010年６月

2012年４月

2013年６月

2014年８月

2016年４月

2018年４月

2019年４月

株式会社サンコーシヤ入社

当社入社

当社生産統轄副本部長

当社素子事業本部長

当社取締役素子事業本部長

当社取締役技術本部長

当社取締役千葉工場長

当社取締役生産本部長

当社取締役車載事業本部長

当社取締役副社長

当社代表取締役社長（現任）

　 161,790株
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候補者

番号

氏　名

（生年月日）

略歴、 当社における地位、 担当

（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する

当社の株式数

3
いし

石
づか

塚
じゅん

淳
や

也

 （1967年２月28日）

1993年４月

2004年４月

2009年６月

2010年10月

2013年６月

2014年８月

2015年４月

2015年６月

2019年４月

瀬戸電子株式会社入社

当社入社

当社取締役

当社取締役生産本部長

当社取締役経営企画本部長

当社取締役管理本部長　兼　営

業本部長

当社取締役経営企画本部長　兼

営業本部長

当社代表取締役社長

当社取締役品質保証本部管掌

兼 アジア生産体制強化責任者

（現任）

　　21,540株

4
しん

申
 

　
ざん

莊
すぅん

淳

 （1954年４月１日）

1986年５月

1993年９月

2009年６月

2010年10月

2011年６月

2011年10月

2013年６月

2014年４月

2018年４月

2019年４月

株式会社シンドリコー入社

株式会社ＵＮＩＤＵＳ社長

当社取締役

当社取締役営業本部長

当社代表取締役副社長

当社代表取締役社長

当社取締役東アジア事業本部長

当社取締役韓国事業本部長

当社取締役韓国事業本部担当

当社取締役韓国事業本部管掌

（現任）

　　15,000株

5
たか

高
はし

橋
かつ

克
し

司

 （1961年12月23日）

1984年４月

2004年２月

2004年４月

2008年６月

2012年11月

2013年６月

2014年４月

加賀電子株式会社入社

当社入社

当社社長室長

当社取締役社長室長

当社取締役中国事業本部長

当社取締役華南事業本部長

当社取締役南アジア事業本部長

（現任）

　　12,986株
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候補者

番号

氏　名

（生年月日）

略歴、 当社における地位、 担当

（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する

当社の株式数

6
とよ

豊
い

井
よし

義
つぐ

次

 （1958年10月15日）

1983年４月

2008年５月

2008年８月

2010年６月

2012年11月

2015年６月

2017年10月

2019年４月

加賀電子株式会社入社

当社入社

当社経理部長

当社取締役管理本部長

当社取締役欧米営業本部長

当社取締役欧米営業本部長 兼

管理本部長

当社取締役欧米営業本部長 兼 

管理本部管掌

当社取締役欧米営業本部長 兼

営業統括本部管掌 兼

管理本部管掌（現任）

　　　 942株

7
り

李
う

旭

 （1970年９月９日）

1998年４月

2000年11月

2005年５月

2009年９月

2011年４月

2014年４月

株式会社ＵＮＩＤＵＳ入社

SEMITEC KOREA CO.,LTD入社

世美特電子（威海）有限公司

総経理

泰州石塚感応電子有限公司

副総経理

石塚国際貿易（上海）有限公司

総経理(現任)

当社取締役中国事業本部長

（現任）

　　 1,541株
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候補者

番号

氏　名

（生年月日）

略歴、 当社における地位、 担当

（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する

当社の株式数

8
じゅう

十
もん

文
じ

字
 

　
ゆう

裕
 

　
じ

司

 （1964年8月７日）

1989年11月

2008年10月

2011年５月

2014年９月

2018年４月

2018年６月

2019年４月

株式会社大泉製作所入社

株式会社大泉製作所

自動車事業一部事業部長

武漢華工新高理電子有限公司入

社副総経理

当社入社

当社技術本部長

当社取締役技術本部長 兼

開発本部担当

当社取締役技術本部長 兼

開発本部管掌（現任）

　　　 261株

9
やなぎ

柳
だ

田
たけ

健
みつ

充

 （1968年6月27日）

1987年４月

2005年４月

2007年８月

2010年10月

2013年４月

2015年４月

2018年４月

2018年６月

2019年４月

当社入社

当社生産本部部長

当社生産統轄本部工場長

SEMITEC ELECTRONICS 

PHILIPPINES INC.社長

江蘇興順電子有限公司総経理

当社品質保証本部長

当社生産本部長

当社取締役生産本部長

当社取締役生産本部長 兼

生産技術本部管掌（現任）

　　 9,661株

（注）1．各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

　　　2．各候補者の所有する当社株式の数は、当期末（2020年３月31日）現在の株式数

　　　　 を記載しております。また、当社役員持株会における本人持分を含めて記載して

　　　　 おります。
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　第２号議案　監査等委員である取締役１名選任の件

　　監査等委員である取締役福 英晴氏は、本総会終結の時をもって任期満了と

　なります。つきましては、監査等委員である取締役１名の選任をお願いするも

　のであります。

　　なお、本議案に関しましては、監査等委員会の同意を得ております。

　　監査等委員である取締役候補者は、次のとおりであります。

氏　名

（生年月日）

略歴、 当社における地位、 担当

（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する

当社の株式数

ふく

福
 

　
ひで

英
はる

晴

(1955年１月17日)

1975年３月

1982年６月

2002年４月

2003年７月

2004年６月

2007年10月

2009年４月

2010年10月

2012年４月

2014年８月

2016年４月

2017年４月

2018年４月

2018年６月

マグナ通信工業株式会社入社

当社入社

当社営業部長

当社営業本部長

当社取締役営業本部長

当社取締役営業統轄本部長

当社取締役技術本部長

当社取締役

当社取締役営業本部長

当社取締役技術本部長

当社取締役技術本部長 兼

生産本部長

当社取締役千葉工場長

当社取締役営業統轄本部 兼 技術本部・

開発本部担当

当社取締役［常勤監査等委員］（現任）

　15,153株

（注）1．候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

　　　2．候補者の所有する当社株式の数は、当期末（2020年３月31日）現在の株式数を記

　　　　 載しております。また、当社役員持株会における本人持分を含めて記載しており

　　　　 ます。

　　　3．当社は、福 英晴氏との間で会社法第423条第１項に基づく責任限定契約を締結し

　　　　 ております。当該契約に基づく監査等委員である取締役の責任限度額は、あらか

　　　　 じめ定めた額と法令に定める最低責任限度額とのいずれか高い額となります。

　　　　 同氏の再任が承認された場合は、同氏との当該契約を継続する予定であります。
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　第３号議案　会計監査人選任の件

　当社の会計監査人である有限責任監査法人トーマツは、本総会終結の時をも

って任期満了により退任されますので、監査等委員会の決定に基づき、新たに

太陽有限責任監査法人を会計監査人に選任することにつき、ご承認をお願いす

るものであります。

1. 太陽有限責任監査法人を会計監査人の候補者とした理由

　監査等委員会が太陽有限責任監査法人を会計監査人の候補者にした理由は、

新たな視点での監査が期待できることに加え、会計監査人としての独立性及び

専門性、品質管理体制、監査実績、監査報酬等を総合的に勘案した結果、当社

の会計監査人として適任と判断した為であります。

2. 会計監査人候補者

　会計監査人候補者は次のとおりであります。

(2020年３月31日現在）

名　　称 太陽有限責任監査法人

主たる事務所

所在地
東京都港区元赤坂１－２－７

沿　　革

1971年９月

2006年１月

2008年７月

2012年７月

2013年10月

2014年10月

2018年７月

太陽監査法人設立

太陽監査法人とASG監査法人が合併し太陽ASG監査法人となる

有限責任組織形態に移行太陽ASG有限責任監査法人となる

永昌監査法人と合併

霞が関監査法人と合併

太陽有限責任監査法人に社名変更

優成監査法人と合併

概　　要

構成人員

合　　計

代表社員・社員　　　　　　　　81名

特定社員　　　　　　　　　　　 3名

公認会計士　　　　　　　　　 291名

公認会計士試験合格者等　　　 173名

その他専門職　　　　　　　　 190名

事務職員　　　　　　　　　　　81名

非常勤　　　　　　　　　　　 229名

　　　　　　　　　　　　　 1,048名

以上
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株主総会会場ご案内図

会　場　東京都墨田区錦糸一丁目２番２号

東武ホテルレバント東京　４階 「錦３」

電　話　03（5611）5511

錦糸公園

丸井

国道14号 京葉道路

至 亀戸

LIVIN

楽天地

テルミナ 南口

ＪＲ錦糸町駅

アルカ
イースト

北口

交番
アルカ
キット
錦糸町

アルカ
セントラル

すみだ
トリフォニー

ホール

東武ホテル
レバント東京

東京東
信用金庫
東京東
信用金庫

北斎通り
３番出口

東
京
メ
ト
ロ
半
蔵
門
線

東
京
メ
ト
ロ
錦
糸
町
駅

四
ツ
目
通
り

至 

住
吉

至 

押
上

みずほ銀行

至 両国

ＪＲ総武線

最 寄 駅
ＪＲ総武線　錦糸町駅北口ロータリーを出て北斎通りを両国方面へ徒歩３分。
東京メトロ半蔵門線　錦糸町駅３番出口より北斎通りを両国方面へ徒歩３分。


